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上場維持基準への適合に向けた計画 
 

 

 

当社は、２０２３年３月時点において、プライム市場における上場維持基準に適合しない状態となりました。 

下記のとおり、上場維持基準への適合に向けた計画を作成しましたので、お知らせいたします。 

 

 

記 

 

 

○当社の上場維持基準の適合状況及び計画期間 

当社の２０２３年３月時点におけるプライム市場の上場維持基準への適合状況は、以下のとおりとなってお

り、流通時価総額について基準に適合しておりません。当社は、下表のとおり、今回不適合となった流通時価

総額基準を充たすために、上場維持基準への適合に向けた各種取組を進めてまいります。 

 

 

 

 

株主数 流通株式数 流通株式 

時価総額 

流通株

式比率 

純資産の額 

当社の状況 

（基準日時点） 

６,０４１

人 

１３１,７１５ 

単位 

８３ 

億円 

４５％ 純資産の額 

が正 

上場維持基準 

 

８００ 

人 

２０，０００ 

単位 

１００ 

億円 

３５％ 純資産の額 

が正 

計画期間 

 

- - ２０２６年

３月末まで 

- - 

※当社の適合状況は、東京証券取引所が基準日時点で把握している当社の株券等の分布状況等をもとに算出を

行ったものです。 

 

○上場維持基準の適合に向けた取組の基本方針 

当社は、「VISION2025」及び中期経営計画に基づき、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資する施

策を迅速・果断に推進するとともに、株主還元施策、ガバナンスの充実、情報開示の充実等に取組むことで、

プライム市場上場維持基準への適合を目指してまいります。 

 

○課題および取組内容 【流通株式時価総額基準】 

プライム市場上場維持基準の充足に向けた当社の具体的な取組内容については、添付の「上場維持基準適合

に向けた計画書」に記載のとおりです。 

  

 

 

以上 
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1.上場維持基準の適合状況及び計画期間
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1-1.上場維持基準の適合状況

当社の２０２３年３月時点におけるプライム市場の上場維持基準への
適合状況は、以下のとおりとなっており、流通時価総額基準に適合して
おりません。

上場維持基準を充たすための計画期間を
「2026年3月末」までとし、本計画書に記載する各種取組を進めてま
いります。

1-2.計画期間

株主数 流通株式数 流通株式
時価総額

流通株式比率 純資産の額

当社の状況
（基準日時点）

６,０４１人 １３１,７１５
単位

８３億円 ４５％ 純資産の額
が正

上場維持基準
８００人 ２０，０００

単位
１００億円 ３５％ 純資産の額

が正

計画期間
－ － ２０２６年３

月末まで
－ －



2.上場維持基準適合に向けた基本方針
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当社は、「VISION2025」及び中期経営計画に基づき、持続的な成
長と中長期的な企業価値の向上に資する施策を迅速・果断に推進すると
ともに、株主還元施策、ガバナンスの充実、情報開示の充実等に取組む
ことで、プライム市場上場維持基準への適合を目指してまいります。

上場維持基準適合に向けた基本方針



3.現状の課題及び取組

「流通株式時価総額」向上に向けた現状の課題及び取組内容

上場維持基準の適合に向けて、当社は「流通株式時価総額」の
基準を充たす必要があります。
（1）「時価総額の向上」と（2）「流通株式比率の向上」に向け
下記①～⑤の取組を行うことで上場維持基準の適合を目指します。

①中長期経営計画による事業展開の推進
②株主還元策の更なる充実
③コーポレート・ガバナンスの更なる充実
④IR活動の推進・強化

⑤資本施策の実施

流通時価総額
100億円以上

(1)時価総額
の向上

(2)流通株式
比率の向上

達成すべき事項 取組内容
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3.現状の課題及び取組
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（1）時価総額の向上

時価総額を向上させるためには、持続的な成長および中長期的な企業価
値の向上を図るとともに、株式市場で適正な評価を得ることが課題である
と考えております。現在のROEは市場の求める水準を十分に上回ることが
出来ておらず、PBRも0.5倍以下が継続しております。
当該課題を解決するために、以下の取組みを実施してまいります。

①中長期経営計画による事業展開の推進
②株主還元策の更なる充実
③コーポレート・ガバナンスの更なる充実
④IR活動の推進・強化

（２）流通株式比率の向上

当社の流通株式比率はプライム市場の上場維持基準に適合しており、流
通時価総額基準の適合に向けた主たる取り組みは、「（1）時価総額の向
上」施策と認識しておりますが、流通株式比率の向上に資する資本施策の
実施についても併せて検討してまいります。

⑤資本施策の実施



⑤資本施策の実施

4.取組内容

エ
ク
イ
テ
ィ
ス
プ
レ
ッ
ド

ROE

資本コスト

稼ぐ力の強化

当期利益

売上高

売上高

総資産

資産効率の向上

資本コスト最適化

総資産

株主資本

企
業
価
値
向
上

非財務価値

ESG・SDGｓ

①中長期経営計画による
事業展開の推進

②株主還元策の更なる充実

④IR活動の推進・強化

③コーポレート・ガバナンス
の更なる充実

資本コストを上回るROEに向けた取り組み

PBR向上に向けた取り組み

（2）流通株式比率の向上

（1）時価総額の向上
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流通株式比率の向上に向けた取り組み



(1)
時価
総額
向上

(2)
流通
株式

8

（2022年実績）（2025年目標）（将来目標）（項目）（取組内容） （説明ページ）

⑤資本施策の実施 流通株式
比率

50％40％

ROE

P17

0.6％ 7.0％レベル 10.0％レベル

P9
～
P13

P14②株主還元策の
更なる充実

③コーポレート・ガバ
ナンスの更なる充実

④IR活動推進・強化

①中長期経営計画に
よる事業展開の推進

売上高

営業利益率

株主還元

CGC

IR

1,051億円 -

0.7％ 6.0％レベル 8.0％レベル

・DOE基準導入
・自己株式の取得

・ガバナンス・コード原則対応

・「開示コンテンツの充実」
・「説明機会の増加」

P15

P16

1,300億円

-

流通株式時価総額 83億円 100億円以上

流通
株式
時価
総額

定量目標4.取組内容



4.取組内容

①中長期経営計画による事業展開の推進

（1）時価総額の向上

（1）次世代事業創出
（2）新分野（非自動車部品分野）や中国市場への拡販
（3）資産効率最大化
（4）SDGs・ESG関連施策の推進

次世代事業

一定基準を下回る
事業はリソースの
シフトを図る

（3）
資産効率
最大化

（1）
次世代
事業創出

成
長
性

資本収益性

＜ポートフォリオ＞

2025年度 売上高 1,300億円 営業利益6.0％レベルを目指す

＜売上＞

（4）SDGｓ・ESG関連施策の推進

①中長期経営計画による事業展開の推進

9

（2）
新分野・

中国市場
へ拡販

既存事業

次世代事業

成長イメージ
既存領域

既存領域

エンジン部品
駆動補器部品
コンプレッサー部品等

次世代事業

電動化対応製品
非自動車部品

2023年 2030年
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4.取組内容

①中長期経営計画による事業展開の推進

（1）時価総額の向上

（1）次世代事業創出

次世代
事業創出

・自動車部品で培った技術を様々な産
業分野へ展開 夢ある新規事業開発

夢ある新規事業開発

①中長期経営計画による事業展開の推進

電動化への対応

・燃料電池/HEV/BEV関連製品の拡販、
および次世代電動車に向けた製品開発

製造技術の活用・発展

環境に貢献
異業種への挑戦

モータコイル冷却パイプ モータコイル冷却シャワー HEV用電池冷却電動ブロア

燃料電池バイポーラプレート
スタックマニホールド
プレッシャープレート電磁波遮蔽樹脂カバー

CIPGガスケット ゴムシール（EPDM） 粘着ガスケット

めっき廃水処理
システム

マイクロ風力発電
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4.取組内容

①中長期経営計画による事業展開の推進

（1）時価総額の向上

（2）新分野や中国市場への拡販

新分野や中国
市場へ拡販

シェア拡大

・世界最大の中国市場で新製品投⼊・
新規客先探索を進め、シェア拡大

・家電、二輪、大型、船舶、建機等
非自動車部品への開拓

新分野（非自動車部品分野）開拓 世界最大の中国市場に積極展開

中国

①中長期経営計画による事業展開の推進
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4.取組内容

①中長期経営計画による事業展開の推進

（1）時価総額の向上

（3）資産効率最大化

資産効率
最大化

①中長期経営計画による事業展開の推進

つくり方と工場の風景を変える

・つくり方と生産現場の風景を変
えて“限量で利益を生む”

投資管理強化・資産見直し

部品集約 すみ分け/
整流化

デジタル化

量産品/
少量品
棲み分け

工場工場

集約/効率化

AGV化 自動化

物流効率向上

・WACCを意識した投資管理強化
・資産回転率の改善
・グループ全体での資産見直し

次世代事業
へ積極投資

株主還元

既存領域
投資/資産
低減・
合理化

CCC改善

非営業資産処分



（4）SDGs・ESG関連施策の推進

4.取組内容 （1）時価総額の向上
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①中長期経営計画による事業展開の推進

持続可能な社会の実現に向けた「重要課題（マテリアリティ）を設定し、
社会課題の解決を意識した事業を推進していくことで中長期的な企業価値向上
を図ってまいります。

SDGｓ・ESG
施策の推進

①中長期経営計画による事業展開の推進
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当社は、株主への利益還元と事業の成長及び経営基盤の強化のための内部留保
を総合的に勘案し、長期にわたり安定的な配当の継続を基本に考えております。

これまでの単年度利益を前提とした「配当性向」に加え、
株主資本を前提とした「DOE （株主資本配当率）」の基準を設けることで、
より長期安定的な株主還元を実施してまいります。

②株主還元策の更なる充実

4.取組内容

1）長期安定的な配当

（1）時価総額の向上

2）機動的な自己株式の取得

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策遂行及び資本効率向上のため、
事業計画に基づく資本構成、市場株価の状況を考慮した上で自己株取得について
検討してまいります。

②株主還元策の更なる充実



③コーポレート・ガバナンスの更なる充実
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当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図るために、
コーポレートガバナンスのさらなる充実を図ることが重要と捉えております。
【現状】
現在の「コーポレートガバナンス・コード」について全83原則実施してお

り、
プライム市場に求められるコーポレートガバナンス・コードは以下の通り対応
しております。

4.取組内容

1-2 ④ 議決権電子行使プラットフォームの利用、招
集通知の英訳

レ 2022年度 プラットフォーム利用及び招集通
知の英訳を実施

2-4 ① 多様性の確保について測定可能な目標、人財
育成方針、社内環境整備方針を開示すべき

レ 2021年度 目標と人財育成・社内環境整備方
針開示

3-1 ② 開示書類のうち必要とされる情報について、
英語での開示・提供を行うべき

レ 2020年度 決算概要の英訳開始
2023年度 決算短信の英文化開始検討

3-1 ③ TCFDに基づく開示の質と量の充実を進める
べき

レ 2023年5月 TCFDに基づく開示実施

4-8 独立社外取締役を少なくとも3分の1以上選任 レ 取締役5名中2名が独立社外取締役

4-10 ① 指名・報酬員会の過半数を独立社外取締役と
する

レ 2021年 独立社外取締役を中心とする指名・
報酬員会設置

項目・原則 対応状況

（1）時価総額の向上

【今後の取組】
・資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応について
・株主との対話の推進と開示について 等
新たに要求されるガバナンス水準を充足し、実効性を高めてまいります。

③コーポレート・ガバナンスの更なる充実
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当社の経営状態や財務状況に加え、新技術・新製品開発・新事業など
企業価値向上に繋がる将来に向けた取り組みの情報を充実させてまいります。
「開示コンテンツの充実」・「説明機会の増加」を実施し、
株主様、国内外投資家様への情報発信の拡充を進めてまいります。

「開示コンテンツの充実」
・ホームページ等での情報開示の充実
・適時開示を含む様々な情報発信
・情報開示資料の英文化の実施

「説明機会の増加」
・個人及び機関投資家向け事業戦略及び決算説明会
（ライブ・WEB・電話会議等）の実施
・機関投資家向け1on1Meetingの実施

これらの取組を推進することにより投資家の皆さまへ
積極的な情報発信を図ってまいります。

④IR活動の推進・強化

4.取組内容 （1）時価総額の向上 ④IR活動の推進・強化



⑤資本施策の実施
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4.取組内容

以上

（2）流通株式比率の向上

当社株式を保有いただいている国内普通銀行、保険会社、事業法人等との対話を
進め、政策保有株として保有されている当社株式について当該企業の方針を配慮し
つつ、縮減を図ってまいります。

1）政策保有目的で所有される当社株式の縮減

当社の流通株式比率はプライム市場上場維持基準を充たしておりますが、
当該比率の更なる向上により、流通株式時価総額の向上を図ってまいります。

現状 目標

45%55% 50%

流通株式比率 流通株式比率

⑤資本施策の実施
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18

独自技術と若い力で、

明るい未来を切り拓く



19

※本資料の取り扱いについて

本資料には当社の事業計画、将来予測、経営目標などが記載されています。
これらの将来見通しは、当社が現在⼊手可能な情報に基づき判断したものであり、不確定要素を含
んでおります。そのため実際の業績は見通しから異なる結果となる可能性があります。
そのため、これら将来予想に関する記述に全面的に依拠することは差し控えて頂きますようお願い
いたします。従いまして、本資料の内容につきましては、当社は⼀切責任を負うものではありませ
んので、ご了承ください。
また、当社は新しい情報、将来の出来事などに基づきこれらの将来予測を更新する義務を負うもの
ではありません。


